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  「ラピダスとは?」から原子力規制

庁・経産省・内閣府・北電・道庁に対

する道議会質問を通じて明らかにし

た事故と被ばくのリスク、再稼働ありき

で進められた知事同意までの経過な

どをスライドを使って報告。 

  

 国と道、北電は「過酷事故のリスク

はゼロではない」「被爆の範囲は30㎞

圏を超える」と認めています。住民も

事故に対応する消防・自治体職員・

自衛隊員も被爆する可能性は否定し

ません。「多重・多様の対策で事故を

防ぐ」という対策は新たな安全神話

と、警鐘を鳴らしました。 

 原発は経済性がない上、事故の責

任は国民が負う仕組みです。「電気

料金が下がるのでは」と期待する声に

対して、想定通りに下がらない可能性

を道も認めていると説明しました。 

 道議会連合審査会で委員外議員と

して真下議員が質問。北電の過大な

電力需要見通し、ウラン燃料の安泰

的確保、原発敷地外の新港建設と

防潮堤建設、特定重大事故等対処

施設などの課題を明らかにできたと

強調しました。 

  

 鈴木直道知事は昨年12月、周辺

自治体や道民からの不安・質問、反

対表明の意見を聞くことなく、泊原発

再稼働の同意に至った経過の報告に

は、会場はいっぱいの参加者から驚

きの声が上がり質問も出ました。講演

後のアンケートに、「知らされていない

ことがたくさんあった」「食料もエネル

ギーも地産地消で未来を創っていき

たい」「原発ゼロにすることが必要」「ど

こかの国が泊を攻撃したら北海道が

どうなるのか」などの質問・意見も寄

せられました。 

※道政報告パンフレットをご希望の方

は、真下事務所にご連絡ください。 

ご自宅にお届けします。 

     ＝ 第２回定例道議会 ＝ 
 
 前日委員会      6月15日 

 第２回定例会     6月16日～7月3日 

 一般質問（24日予定）     丸山はるみ議員 

 予算特別委員会（26日～７月１日） 

                  真下 紀子議員 

 更生保護議員連盟札幌刑務所視察6月16日 

 終日前委員会（経済・子ども政策） 7月 2日 

 イラン戦争と円安による物価高騰に

歯止めがかからない中、第２回定例会

で道はやっと物価高騰対策としてLPガ

ス・特別高圧電力への支援、中小企

業への特別融資枠の設定（有利子）を

提案しました。 

 6月25日からの道民生活応援ポイン

ト事業開始前の24日、一般質問で丸

山はるみ道議がDV被害者への対応の

是正を求めました。その後マイナン

バーカードの紐づけなどに不具合が生

じ、真下紀子道議が行政負担が大き

すぎることなどを7月2日の経済委員

会で指摘しました。 

 真下道議は、予算特別委員会と、前

日・終日前委員会で質問しました。 

 ①ギャンブル依存症対策推進会議

の開催と実効ある予防対策、②サツド

ラの登録販売者研修不正と対策、③

若手職員支援事業の問題点、④公共

交通対策、⑤道・契約の在り方の全面

的見直し、⑥教員のヒグマスプレー装

備等を予算特別委員会で質問。 

 特に奨学金支援について実施した道

議団の全国調査をもとに、鈴木直道

知事に実現を迫りました。 

 最低生計費を賄えるよう最低賃金を

1,500円から1,700円に引き上げる必

要性、乳幼児医療費の所得制限  

撤廃と対象年齢の拡充に対する   

道の説明の矛盾を指摘して対象   

年令拡充を求めました。         

（詳報は次号） 

 「原発事故から15年 泊原発の再稼働とラピダス」の学習会が5月30日に開催

され、日本共産党の真下紀子道議が講演しました。今年３月に道議団が発行し

た「泊原発再稼働同意をめぐる経過」パンフレットをはじめ、２０２４年・２０２５年

発行政策パンフレットなどを活用して、道議会報告をしました。 



道議会・道政へのご意見・ご要望をお寄せください。配布ご希望の方は事務所までご連絡下さい。 
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 日本共産党道議団は６月、ＪＲから第三セクターとなり、上下分離方

式を先行導入した「青い森鉄道」と「三陸鉄道」を視察し、運営会社と

意見交換をしてきました。 

 ３０日の予算特別委員会でJR北海道の黄線区維持を求める質問で

真下道議は、「両社に共通していたのは、貨物線路の使用料が一定の

収入を占めていても足りなくて、旅客運輸収入だけでは黒字経営ができ

ていないということ。人口減少が進む中で旅客運輸収入だけでは黒字

にならないことは、開業当初から分かっていたこと」と、聞き取り調査を

披瀝。両社とも県からの一般財源で支援しているのが現状です。 

 三セクとなった北海道の「道南いさりび鉄道」も、ＪＲ貨物線路使用料

が収入の９割、それでも赤字経営で、道からの財政支援が必要です。 

 ＪＲ北海道は、黄線区の存続に関して上下分離方式を提案しました

が、沿線自治体の負担を前提とするため市町村から大反発が起きて、

協議は中断しています。知事も「上下分離方式は容易ではない」と見解

を示していることを確認。真下道議は、道や市町村負担を前提とする

上下分離方式では、この持続的経営の保証は全くなく、ＪＲ北海道の赤

字を地方自治体が肩代わりするだけの結果となると指摘。知事に対し、 

「黄線区は維持するんだと、自治体との上下分離はあり得ないんだとい

う姿勢を堅持して、一丸となって、国に線区の維持と財政負担を求めて

いくべき」と、強く指摘しました。 

 北海道新幹線の談合疑惑に対する知事の甘い姿勢も批判し、また、

開業部分の北海道新幹線が１２０億円もの大赤字を毎年続けている問

題で、在来線や利用者へのしわ寄せではなく、札幌開業が遅滞した期

間の赤字は、国が負担すべきと主張しました。 

 新幹線札幌駅工事に伴う在来線札幌駅改修工事で、改札の外のトイレを撤

去する問題について、「トイレは人権」の立場から「道内最大の駅では、トイレま

での距離も問題。改札の外のトイレをなくさないよう、求めました。  

 道は、「ＪＲは札幌駅改札内にあるトイレはリニューアル工事を了し、駅の改札

の外にあるトイレは2028年度以降に開業予定の新たな商業施設の整備とあわ

せて、駅周辺のエリア一体でトイレを含めた利用者の皆様の利便性が確保され

る」と答弁。真下道議は、「トイレは人権」と述べ、知事に改めてトイレ利用につい

て質問。「滞留の発生が見込まれる際のトイレ利用は、必要な対応が図られる

ようＪＲに伝える。商業施設等のトイレの利用も含め、ＪＲが利用者の目線に

立って、利便性の確保に配慮するよう働きかける」と答えました。 


